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（証券コード 7287)
2018 年 6 月 6 日

　株 主 各 位

新潟県長岡市東蔵王 2丁目 2番 34号

代表取締役社長
社長執行役員佐 藤 守 人

　

第73回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第73回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご

出席くださいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネット等によって

議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考

書類をご検討くださいまして、３頁から４頁の「議決権行使についてのご

案内」に従って、2018年６月26日（火曜日）午後５時までに議決権をご行

使賜りたくお願い申しあげます。

敬 具
　

記

　
1.日 時 2018年６月27日（水曜日）午前10時

2.場 所 新潟県長岡市東蔵王2丁目2番34号

日本精機株式会社 本社体育館
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3.目的事項

報告事項 1 . 第73期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）事業

報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び

監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第73期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）計算

書類の内容報告の件

決議事項

第 1 号議案 取締役９名選任の件

第 2 号議案 監査役２名選任の件

第 3 号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上

◎受付開始時刻は、午前９時を予定しております。
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。

◎株主総会にご出席いただけない場合、議決権を有する他の株主１名を代理人として株主総会に
ご出席いただくことが可能です。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますの
でご了承ください。

◎本株主総会招集ご通知に掲載しております株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連
結計算書類に記載すべき事項に修正が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社
ウェブサイト（http://www.nippon-seiki.co.jp/）に掲載いたしますのでご了承ください。

◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類
の個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上
の当社ウェブサイト（http://www.nippon-seiki.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご
通知の添付書類には記載しておりません。なお、本招集ご通知に記載しております連結計算書
類及び計算書類は、会計監査人及び監査役が会計監査報告及び監査報告の作成に際して監査し
た連結計算書類及び計算書類の一部であります。
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議決権行使についてのご案内

議案の賛否を議決権行使書用紙にご記入のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限 2018年６月26日（火曜日）午後５時必着

同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出ください。

なお、株主様でない代理人及び同伴の方など、議決権を行使することができる株主様以外の方は

ご入場いただけませんので、ご注意ください。

株主総会開催日時 2018年６月27日（水曜日）午前10時（受付開始　午前９時）

株主総会にご出席いただく場合

インターネット等により議決権を行使される場合は、議決権行使書用紙に表示された

「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用になり、画面の案内に

従って賛否をご入力ください。

議決権行使ウェブサイトアドレス

 https://www.web54.net 

行使期限 2018年６月26日（火曜日）午後５時まで

インターネット等による議決権行使のご案内については４頁をご参照ください。

書面にて行使いただく場合

インターネット等にて行使いただく場合

※バーコード読取機能付の携帯電話を利用して右の「QRコード ®」を読み取り、議決権行使ウェブサイトに接続することも可能です。

　なお、操作方法の詳細についてはお手持ちの携帯電話の取扱説明書をご確認ください。

　（QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です｡）
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インターネット等による議決権行使

(1) 議決権行使のお取扱いについて

書面とインターネット等により、二重に議決権を行使された場合は、インターネット等によるものを有効な

議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネット等によって複数回数又はパソコンと携帯電話

で重複して議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたしま

す。

(2) パスワード及び議決権行使コードのお取扱いについて

① パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報です。

② パスワードは、一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行をご希望の場合

は、画面の案内に従ってお手続きください。

③ 議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効です。

(3) パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について

① 本サイトでの議決権行使に関するパソコン・携帯電話等の操作方法がご不明な場合は、下記にお問い合

わせください。

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

【電 話】 0120 (652) 031
(受付時間 9:00～21:00)

　

② その他のご照会は、以下のお問い合わせ先にお願いいたします。

ア 証券会社に口座をお持ちの株主様

お取引の証券会社あてにお問い合わせください。

イ 証券会社に口座のない株主様（特別口座をお持ちの株主様）

三井住友信託銀行 証券代行事務センター

［電話］ 0120 (782) 031

（受付時間 9:00～17:00 土日休日を除く）

議決権電子行使プラットフォームのご利用について（機関投資家の皆様へ）

機関投資家の皆様におかれましては、本総会につき、株式会社ＩＣＪの運営する「議決権電子行使プラットフォ

ーム」から電磁的方法による議決権行使を行っていただくことも可能です。

以 上
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株主総会参考書類
　

議案及び参考事項
　第 1 号議案 取締役９名選任の件

　取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役９名の

選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

1

永
な が い

井　正
し ょ う じ

二
(1949年9月21日生)

1993年 4月 川崎重工業㈱民間航空機部課長

428,050株 な し

1995年12月 当社入社

1996年 6月 当社取締役

1997年 4月 当社常務取締役

1998年 6月 当社専務取締役

2001年 6月 当社代表取締役社長

2013年 6月 当社代表取締役会長(現任)

（取締役候補者とした理由）
永井正二氏は、2001年6月から代表取締役社長として、また、2013年6月からは代表取締役会長として当
社経営を担っており、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しております。
引き続き、取締役会の構成員として、豊富な経験と実績を活かして取締役会の意思決定機能や監督機能
を強化することが期待されるため、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

2

高
た か だ

田　博
ひ ろ と し

俊
(1953年8月10日生)

1977年 3月 当社入社

23,900株
(注)1.
ご参照

2003年 4月 ユーケーエヌ・エス・アイ社取締役
社長

2005年 6月 当社取締役

2008年 6月 当社常務取締役

2011年 4月 当社代表取締役専務

2011年 4月 当社営業本部長

2013年 6月 当社代表取締役社長

2015年 6月 当社代表取締役社長 社長執行役員

2017年 6月 当社取締役副会長 副会長執行役員(現
任)

(重要な兼職の状況)

タイ-ニッポンセイキ社取締役会長

上海日精儀器有限公司董事長

日精儀器武漢有限公司董事長

香港易初日精有限公司董事長

（取締役候補者とした理由）
高田博俊氏は、海外子会社の経営に携わった後、2011年4月から代表取締役専務、2013年6月から代表取
締役社長として当社経営を担い、「経営のグローバル化」を目指し、当社グループを牽引し、企業価値
の向上に尽力してまいりました。
また、2017年6月からは副会長執行役員に就任し、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有してお
ります。
引き続き、取締役会の構成員として、豊富な経験と実績を活かして取締役会の意思決定機能や監督機能
を強化することが期待されるため、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

3

佐
さ と う

藤　守
も り と

人
(1959年3月30日生)

1977年 3月 当社入社

17,850株 な し

2007年 6月 当社取締役

2008年 4月 ユーケーエヌ・エス・アイ社取締役社長

2014年 6月 当社常務取締役

2015年 6月 当社常務執行役員

2016年 4月 当社専務執行役員

2016年 6月 当社取締役 専務執行役員

2016年10月 当社ものづくり管掌(製造本部・生産技
術本部)

2017年 4月 当社取締役 副社長執行役員

2017年 6月 当社代表取締役社長 社長執行役員(現
任)

（取締役候補者とした理由）
佐藤守人氏は、製造、生産技術部門での業務執行及び海外子会社の経営に携わった後、2016年4月専務
執行役員、2017年4月副社長執行役員として、また2017年6月からは代表取締役社長として当社経営を担
い、「ものづくり企業集団」としての事業拡大成長を目指し、当社グループを牽引し、企業価値の向上
に尽力してまいりました。
引き続き、取締役会の構成員として、豊富な経験と実績を活かして取締役会の意思決定機能や監督機能
を強化することが期待されるため、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

4

大
お お か わ

川 信
まこと

(1957年6月23日生)

1976年 3月 当社入社

27,450株
(注)2.
ご参照

2006年 6月 当社取締役

2009年 6月 当社購買本部長

2010年 6月 当社常務取締役

2014年 6月 当社専務取締役

2014年 6月 当社事業企画本部長 兼 購買本部長

2015年 4月 当社事業企画本部長 兼 購買本部管掌

2015年 6月 当社取締役 専務執行役員(現任)

2016年 4月 当社事業管理本部長

2017年 4月 当社品質保証本部・コンポーネント事業
部・購買本部・事業管理本部管掌 地域
担当：日本

2018年 4月 当社ＥＭＳ・コンポーネント本部・購買
本部管掌 地域担当：日本(現任)

(重要な兼職の状況)

東莞日精電子有限公司董事長

香港日本精機有限公司董事長

（取締役候補者とした理由）
大川 信氏は、営業、購買及び事業管理部門での業務執行を通じた豊富な経験と実績に加え、2006年
6月取締役、2015年6月専務執行役員に就任し、経営に関する見識を有しております。
その経験や知見を当社取締役会において活かすことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能を強化
することが期待されるため、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

5

佐
さ と う

藤　浩
こ う い ち

一
(1962年10月26日生)

1985年 4月 当社入社

12,250株
(注)3.
ご参照

2006年 4月 エヌ・エス・インターナショナル社取締
役副社長

2011年 6月 当社取締役

2013年 6月 当社常務取締役

2013年 6月 当社技術本部副本部長 兼 車載設計統括
部長 兼 機構技術部ゼネラルマネジャー

2015年 6月 当社常務執行役員

2016年 4月 当社技術本部副本部長 兼 車載設計統括
部長 兼 設計管理担当

2016年 6月 当社取締役 常務執行役員

2017年 4月 当社取締役 専務執行役員(現任)

2017年 4月 当社営業本部・計器設計本部・技術本
部・ものづくり本部管掌 地域担当：北
中米

2018年 4月 当社技術本部長 計器営業本部・計器設
計本部管掌 地域担当：北中米(現任)

(重要な兼職の状況)

ニッポンセイキ・デ・メヒコ社取締役会議長

ダナンニッポンセイキ社取締役会長

（取締役候補者とした理由）
佐藤浩一氏は、技術部門での業務執行及び海外子会社の経営に携わるなどの豊富な経験と実績に加え、
2011年6月取締役、2015年6月常務執行役員、2017年4月専務執行役員に就任し、経営に関する見識を有
しております。
その経験や知見を当社取締役会において活かすことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能を強
化することが期待されるため、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

6

鈴
す ず き

木　淳
じゅんいち

一
(1958年4月9日生)

1977年 3月 当社入社

21,800株
(注)4.
ご参照

2006年 6月 当社取締役

2009年 6月 当社品質保証本部長

2011年 6月 当社常務取締役

2015年 6月 当社取締役 常務執行役員(現任)

2016年 4月 当社営業本部長

2017年 4月 当社営業本部長 地域担当：アセアン

2018年 4月 当社計器営業本部長 地域担当：アセア
ン(現任)

(重要な兼職の状況)

ベトナム・ニッポンセイキ社会長

（取締役候補者とした理由）
鈴木淳一氏は、品質保証及び営業部門での業務執行を通じた豊富な経験と実績に加え、2006年6月取締
役、2015年6月常務執行役員に就任し、経営に関する見識を有しております。
その経験や知見を当社取締役会において活かすことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能を強
化することが期待されるため、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

7

平
ひ ら た

田　祐
ゆ う じ

二
(1961年10月23日生)

1984年 4月 当社入社

6,900株
(注)5.
ご参照

2002年 4月 当社製造本部生産技術部長

2009年 6月 当社執行役員

2011年 4月 上海日精儀器有限公司総経理

2013年 6月 当社取締役

2015年 6月 当社上席執行役員

2016年 6月 当社取締役 上席執行役員

2016年 6月 当社中国事業担当

2016年10月 当社取締役 常務執行役員(現任)

2016年10月 当社生産技術本部長

2017年 2月 当社生産技術本部長 兼 生産技術統括部
長 兼 生産性改革推進部長

2017年 4月 当社ものづくり本部長 兼 生産統括部長
地域担当：中国/台湾(現任)

(重要な兼職の状況)

台湾日精儀器股份有限公司董事長

日精儀器科技(上海)有限公司董事長

（取締役候補者とした理由）
平田祐二氏は、生産技術部門での業務執行及び海外子会社の経営に携わるなどの豊富な経験と実績に加
え、2013年6月取締役、2015年6月上席執行役員、2016年6月取締役、2016年10月常務執行役員に就任し、
経営に関する見識を有しております。
その経験や知見を当社取締役会において活かすことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能を強化
することが期待されるため、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

8

　
咲
さ き か わ

川 　 孝
たかし

(1965年5月22日生)

社外取締役

独 立 役 員

1995年 8月 新潟大学経済学部専任講師

400株 な し

1996年 3月 青山学院大学大学院国際政治経済学研究
科国際経営学専攻博士課程修了、博士
(国際経営学)

1997年 4月 新潟大学経済学部助教授

2001年 9月 UCLA(カリフォルニア大学ロサンゼルス
校)アンダーソン経営大学院客員研究員

2006年 4月 新潟大学大学院技術経営研究科技術経営
専攻准教授

2011年11月 新潟大学大学院技術経営研究科技術経営
専攻教授(現任)

2015年 6月 当社取締役(現任)

(重要な兼職の状況)

新潟大学大学院 技術経営研究科技術経営専攻教授

（社外取締役候補者とした理由）
咲川 孝氏は、現在当社の社外取締役であり、その就任期間は本総会終結の時をもって3年となります。
客観的かつ中立的な観点から的確な提言・助言と意思決定を当社の経営に反映させております。
同氏は、社外取締役となること以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、長年にわたり国
際経営学を専門に研究しており、組織・経営に関する専門家としての知識・経験等を有していることか
ら、社外取締役としての職務の適切な遂行が可能であり、引き続き、当社の経営を監督していただくた
め、社外取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

9

　
富
と み や ま

山　栄
え い こ

子
(1963年10月31日生)

新 任

社外取締役

独 立 役 員

1986年 3月 東京外国語大学外国語学部ロシア語学科
卒業

0株 な し

1986年 4月 伊藤萬㈱入社

1989年 8月 テレビ新潟㈱嘱託社員(通訳・翻訳・解
説・国際交流他)

1994年 4月 新潟地方裁判所法廷通訳

2002年 3月 新潟大学大学院現代社会文化研究科共生
社会研究専攻博士課程修了、博士(経済
学)

2006年 4月 学校法人新潟総合学園事業創造大学院大
学事業創造研究科助教授・准教授

2010年 4月 学校法人新潟総合学園事業創造大学院大
学事業創造研究科教授(現任)

2014年 4月 学校法人新潟総合学園事業創造大学院大
学地域・国際担当副学長(現任)

(重要な兼職の状況)

学校法人新潟総合学園事業創造大学院大学事業創造研
究科教授

学校法人新潟総合学園事業創造大学院大学地域・国際
担当副学長

（社外取締役候補者とした理由）
富山栄子氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、長年にわたり新興国を含めた自動車産
業のグローバルマーケティング分野を中心に研究しており、経済・経営に関する専門家としての知識・
経験等を有していることから、社外取締役としての職務の適切な遂行が可能であり、当社の経営を監督
していただくため、新たに社外取締役候補者といたしました。

事業報告書 2018年05月22日 10時05分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

― 14 ―

(注) 1. 取締役候補者高田博俊氏は、下記の特別の利害関係があります。
a. タイ-ニッポンセイキ社の取締役会長を兼務しており、当社は同社と製品・部品の販売及び仕入れ

等の取引関係があります。
b. 上海日精儀器有限公司の董事長を兼務しており、当社は同社と製品・部品の販売及び仕入れ等の

取引関係があります。
c. 日精儀器武漢有限公司の董事長を兼務しており、当社は同社と製品の販売及び仕入れ等の取引関

係があります。また、当社は同社に融資をしております。
d. 香港易初日精有限公司の董事長を兼務しております。

2. 取締役候補者大川 信氏は、下記の特別の利害関係があります。
a. 東莞日精電子有限公司の董事長を兼務しており、当社は同社と製品の販売等の取引関係及び同社

に融資をしております。
b. 香港日本精機有限公司の董事長を兼務しており、当社は同社と製品・部品の販売及び仕入れ等の

取引関係があります。また、当社は同社に融資をしております。
3. 取締役候補者佐藤浩一氏は、下記の特別の利害関係があります。
a. ニッポンセイキ・デ・メヒコ社の取締役会議長を兼務しており、当社は同社と製品・部品の販売

及び仕入れ等の取引関係があります。また、当社は同社に融資をしております。
b. ダナンニッポンセイキ社の取締役会長を兼務しております。

4. 取締役候補者鈴木淳一氏は、ベトナム・ニッポンセイキ社の会長を兼務しており、当社は同社と製
品の販売等の取引関係があります。

5. 取締役候補者平田祐二氏は、下記の特別の利害関係があります。
a. 台湾日精儀器股份有限公司の董事長を兼務しており、当社は同社と製品・部品の販売及び仕入れ

等の取引関係があります。
b. 日精儀器科技(上海)有限公司の董事長を兼務しており、当社は同社と製品の販売等の取引関係が

あります。
6. 取締役候補者咲川 孝、富山栄子の両氏と、当社との間には、特別の利害関係はありません。
7. 取締役候補者咲川 孝、富山栄子の両氏は、社外取締役候補者であります。
8. 当社は、咲川 孝氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。また、当

社は富山栄子氏が社外取締役に就任した場合、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定
する予定であります。

9. 当社は、社外取締役候補者である咲川 孝氏と、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契
約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、同法第425条第1項に定める最低責任
限度額であります。同氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で上記責任限定契約を継続す
る予定であります。また社外取締役候補者である富山栄子氏が社外取締役に選任された場合、当社
は富山栄子氏との間で同様の契約を締結する予定であります。
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　第 2 号議案 監査役２名選任の件

　本総会終結の時をもって、監査役 淺野雅夫氏は任期満了となり、監査役 駒形 隆氏は

本総会終結の時をもって辞任されますので、監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じま

す。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略 歴、 地 位 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

1

　
大
お お た き

滝　春
は る ひ こ

彦
(1959年1月29日生)

新 任

2003年 4月 当社入社

2,800株 な し

2008年 4月 当社購買本部開発購買部シニアマネジャ
ー

2013年 6月 当社執行役員

2013年 6月 当社購買本部購買部長

2014年 6月 当社取締役

2014年 6月 当社購買本部購買統括部長

2015年 4月 当社購買本部長 兼 購買部長

2015年 6月 当社上席執行役員(現任)

2016年10月 当社購買本部長

2018年 4月 当社社長付(現任)

（監査役候補者とした理由）
大滝春彦氏は、当社において購買部門での業務執行に携わるなどの豊富な経験と実績に加え、2014年
6月取締役、2015年6月上席執行役員に就任し、経営に関する見識を有しております。
その豊富な経験・知識等を当社の監査に活かし、監査役としての職務を適切に遂行することが期待され
るため、新たに監査役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略 歴、 地 位 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

2

　
永
な が い

井　達
た つ や

哉
(1959年11月10日生)

新 任

1982年 3月 当社入社

93,662株 な し

1996年 5月 ㈱真人日本精機(現・エヌエスアドバン
テック㈱)取締役

2003年 3月 当社管理本部経営企画管理部長

2006年11月 当社営業本部営業推進部シニアマネジャ
ー

2011年10月 当社営業本部インド事業室シニアマネジ
ャー

2013年 1月 当社営業本部四輪事業統括部付チーフエ
ンジニア

2014年 4月 当社業務監査室シニアマネジャー(現任)

（監査役候補者とした理由）
永井達哉氏は、国内子会社の取締役を経験した後、当社において経営企画部門及び営業部門での業務執
行、並びに業務監査室シニアマネジャーとして責任ある立場での内部監査業務に携わるなどの豊富な経
験と実績を有しております。
その豊富な経験・知識等を当社の監査に活かし、監査役としての職務を適切に遂行することが期待され
るため、新たに監査役候補者といたしました。
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　第 3 号議案 補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の選任をお

願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案における選任の効力は、就任前に限り、監査役会の同意のうえ取締役会の決

議によりその選任を取り消すことができるものとさせていただきます。

　また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略 歴 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所 有 す る
当社の株式数

島
し ま む ね

宗　隆
りゅういち

一
(1955年8月16日生)

1978年 4月 関東信越国税局入庁

0株

2009年 7月 小千谷税務署長

2015年 7月 関東信越国税局調査査察部長

2016年 8月 島宗隆一税理士事務所開設

2017年10月 税理士法人齋藤・島宗会計代表社員税理士(現任)

（補欠の社外監査役候補者とした理由）
島宗隆一氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、国税事務経験のある税理士として培われた専
門的な知識、経験等を有しております。
同氏が社外監査役に就任された場合に、その豊富な経験・知識等を当社の監査に活かしていただくため、補欠
の社外監査役候補者といたしました。

　

(注) 1. 島宗隆一氏と、当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 島宗隆一氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
3. 島宗隆一氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が社外監査役

として就任された場合、当社は同氏を独立役員として指定する予定であります。
4. 当社は、島宗隆一氏が社外監査役として就任された場合、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限

定する契約を締結する予定であります。ただし、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、同法第
425条第1項に定める最低責任限度額といたします。

以 上
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(添付書類)
事 業 報 告

（2017年４月１日から
2018年３月31日まで）

　

　当社グループは当連結会計年度より、従来の日本基準に替えて国際会計基準（以下、「ＩＦＲ

Ｓ」といいます）を適用しております。そのため、前連結会計年度の数値につきましてもＩＦＲ

Ｓに組み替えた数値を開示しております。

１. 企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度における当社グループを取り巻く経済環境は、米国では個人消費の拡大や

雇用環境及び企業業績の改善を背景に景気は拡大し、欧州においても堅調な個人消費により

緩やかな回復基調が続きました。アジアでは輸出の増加による景気回復など、世界経済は総

じて緩やかな回復となりました。日本経済においても、堅調な雇用情勢と所得情勢を背景に

緩やかな回復となりました。

　このような状況において、当社グループは、連結企業体としてグローバルでの競争に勝ち

残り、継続的に成長できる企業体質を実現すべく、品質第一に徹し、競争に負けない「もの

づくり総合力」（コスト・技術・物流・サービス）の強化と同時に、営業・設計・経営管理

など、あらゆる面でのグローバル化を目指し、変化に柔軟かつ迅速に対応できるよう「経営

のグローバル化」を推進してまいりました。

　自動車及び汎用計器事業においては、車両及び車載部品の機能の高度化や競合サプライヤ

ーの増加等の変化に対し、次世代コックピットを見据えた技術開発と事業の拡大、設計開発

体制の強化を行ってまいりました。

　次世代コックピットにおいて重要な役割を担うヘッドアップディスプレイにつきまして

は、当社が得意とするハイエンドクラス車用の最先端技術の追求の他、ミドルクラス・ロー

エンドクラス車用の拡販のため、小型化や軽量化、コスト競争力強化を進めるなど既存技術

の改良と営業活動を進めてまいりました。

　また、ヘッドアップディスプレイの生産体制構築の一環として、「ＮＳウエスト株式会社」

（広島県）の新工場が稼働開始し、重要内製部品を当社グループに供給する体制を構築いた

しました。また、日本、米国に続く生産拠点として英国での生産体制を構築することで、3

ヶ国4拠点（日本2拠点、米国1拠点、英国1拠点）のグループ補完体制構築を推進してまいり

ました。
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　ものづくり競争力強化においては、生産ラインの自動化を推進することで生産性向上等に

よる利益創出体質の強化に取り組むとともに、ＩｏＴ技術を活用して国内外の工場を連携さ

せることでグローバルでのＱＤＣ強化を行い、工場稼働状態の見える化による最適な経営判

断の実現を目指してまいりました。

　製品の高機能化に伴う設計開発力の強化として、設計開発拠点間での設計資産・ノウハウ

の共用と相互補完体制を構築し、設計開発機能の強化とコスト削減に取り組み、また、採用

活動の強化により設計開発人員を増員し、設計開発リソースの確保と将来ビジネスに向けた

準備を進めてまいりました。

　また、新規ビジネスへの展開としてコンポーネント事業部を設立し、既存の事業により培

った技術・ノウハウ・商材等を活かした新製品「ＳＭＡＳＨ」(Ｓｍａｒｔ Ｓｈａｒｉｎｇ

Ｓｙｓｔｅｍ）を市場投入する等、新規ビジネスへの事業推進並びに2018年4月1日のＥＭ

Ｓ・コンポーネント本部設立の準備を進めてまいりました。

　このように、当社グループは取り巻く環境の変化に柔軟に対応しつつ、将来を見据えた体

制構築を行い、一層の競争力強化を図るとともに、既存事業周辺及び新規事業領域への開拓

と新たな価値創出を図ってまいりました。

　各事業別セグメントの売上収益の状況は次のとおりであります。

　自動車及び汎用計器事業は、四輪車用計器が米州及び日本向けで減少したもののアジア及

び欧州向けで増加し、売上収益2,069億9千万円（前期比5.6％増）となりました。

　民生機器事業は、アミューズメント向け基板ユニット等の増加により、売上収益140億3千

万円（前期比23.1％増）となりました。

自動車販売事業は、新車販売等が増加し、売上収益228億2千万円（前期比6.5％増）とな

りました。

　その他事業は、樹脂材料の販売等が増加し、売上収益193億円（前期比12.6％増）となり

ました。

　以上の結果、当期の連結決算の売上収益は、2,631億6千万円（前期比7.0％増）となりま

した。利益につきましては、営業利益141億円（前期比7.0％減）、親会社の所有者に帰属す

る当期利益111億円（前期比9.3％増）となりました。

事 業 別 売 上 収 益

自動車及び汎用計器事業 2,069億9千万円

民 生 機 器 事 業 140億3千万円

自 動 車 販 売 事 業 228億2千万円

そ の 他 事 業 193億円
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　また、当社部門別の売上高の状況は次のとおりであります。

　自動車及び汎用計器部門は、四輪車用計器の国内顧客向け及び二輪車用計器の海外現地法

人向け部品輸出、汎用計器の増加により売上高1,045億4千万円（前期比2.7％増）となりま

した。

民生機器部門は、売上高94億6千万円（前期比6.8％増）となりました。

　その他部門は、売上高67億3千万円（前期比0.4％減）となりました。

　以上の結果、当期の単独決算の売上高は1,207億5千万円（前期比2.8％増）となりました。

利益につきましては、経常利益65億3千万円（前期比36.4％減）、当期純利益45億5千万円

（前期比15.5％減）となりました。

部 門 別 売 上 高

自動車及び汎用計器部門 1,045億4千万円

民 生 機 器 部 門 94億6千万円

そ の 他 部 門 67億3千万円
　

　当期の期末配当金につきましては、株主各位への継続的な配当を基本に、業績及び配当性

向等を勘案し、2018年5月14日開催の取締役会決議により、1株につき普通配当25円（中間配

当金17円を含め、年間配当金42円）とさせていただきました。

　(2) 設備投資の状況

　当期において当社グループは、生産能力拡大及び設備更新等、総額122億円の設備投資を

行いました。

　(3) 資金調達の状況

　特記すべき事項はございません。

　(4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はございません。

　(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はございません。

　(6) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はございません。

　(7) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　該当事項はございません。
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　(8) 対処すべき課題

　今後の世界経済につきましては、引き続き堅調な推移が期待される米国経済や欧州経済

と、それに伴うアジアの輸出増加による景気回復が予測されるものの、英国のＥＵ離脱の影

響による先行き不透明感や経済大国の貿易問題が不安視される等、予断を許さない状況が続

いております。日本においては、企業収益は回復を見せている一方、生産・サービス活動は

回復に一服感もあり、中期的には人口減少等により経済成長は期待しにくい見通しとなって

おります。

　また、自動車に関係する技術開発はますます加速し、自動車の知能化、ネットワーク化、

パワートレインの脱ガソリン化が進行することにより、ヘッドアップディスプレイを含む自

動車用計器の機能や役割の変化が予測されます。

　このような状況に加えて、国内外を問わず従来のサプライヤーとのコスト競争の激化、メ

ガサプライヤーの攻勢、さらには異業種からの参入等、当社を取り巻く経営環境はますます

厳しくなっていくものと予想されます。

　このような変化が速く激しい世界経済にあって、当社グループはグローバルマーケットに

おける販売台数拡大及び製品の高付加価値化を実現すべく、当社グループ保有技術の更なる

進化及びそのシナジー効果により、他社との優位性を確立し、“ものづくり企業集団”とし

ての事業の拡大成長に取り組んでまいります。

　また、当社グループは経営理念、グループビジョンに基づく企業活動を通じて、すべての

ステークホルダーの皆様に安心・安全を提供し、信頼を得ることで持続可能な地球環境・社

会の実現に貢献してまいります。

　

【中期経営方針】

＜ＮＥＭＳビジネスの新展開とグローバル化＞

市場（顧客）要求を実現するための事業視点での機能連携と、横断的な機能軸でのグルー

プ連携により、持続的な利益創出を実現する。

　 ① 人材育成 ② 品質改革 ③ 技術の進化

　 ④ コスト競争力 ⑤ プロセス革新 ⑥ システム構築

今後とも株主の皆様のご理解とより一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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　(9) 財産及び損益の状況
　①企業集団の財産及び損益の状況の推移

日本基準

区 分
第70期 第71期 第72期

（2014年4月から
2015年3月まで） （2015年4月から

2016年3月まで） （2016年4月から
2017年3月まで）

売 上 高 226,956百万円 243,606百万円 240,520百万円

経 常 利 益 23,619百万円 16,378百万円 17,764百万円

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

14,467百万円 9,143百万円 9,412百万円

１株当たり当期純利益 252.60円 159.67円 164.37円

総 資 産 299,132百万円 292,130百万円 290,934百万円

純 資 産 170,663百万円 164,847百万円 163,985百万円

１ 株 当 た り 純 資 産 2,794.24円 2,697.71円 2,764.28円
　

ＩＦＲＳ

区 分
第72期 第73期(当連結会計年度)

（2016年4月から
2017年3月まで） （2017年4月から

2018年3月まで）
売 上 収 益 245,967百万円 263,163百万円

営 業 利 益 15,172百万円 14,109百万円

親会社の所有者に帰属する当期利益 10,164百万円 11,105百万円

基本的１株当たり当期利益 177.51円 193.94円

資 産 合 計 293,279百万円 298,132百万円

資 本 合 計 169,969百万円 176,281百万円

１株当たり親会社所有者帰属持分 2,873.05円 2,975.34円
　

(注) 1. 当連結会計年度よりＩＦＲＳを適用して連結計算書類を作成しております。また、ご参考まで
に第72期のＩＦＲＳに準拠した数値も併記しております。

　 2. 1株当たり当期純利益または、基本的1株当たり当期利益は、期中平均株式数により算出してお
ります。

3. 第73期 期中平均株式数 57,262,558株
　 第72期 期中平均株式数 57,262,825株
　 第71期 期中平均株式数 57,269,195株
　 第70期 期中平均株式数 57,275,028株
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　②当社の財産及び損益の状況の推移

区 分
第70期 第71期 第72期 第73期(当事業年度)

（2014年4月から
2015年3月まで） （2015年4月から

2016年3月まで） （2016年4月から
2017年3月まで） （2017年4月から

2018年3月まで）
売 上 高 104,376百万円 114,703百万円 117,415百万円 120,752百万円

経 常 利 益 11,107百万円 5,485百万円 10,266百万円 6,530百万円

当 期 純 利 益 7,437百万円 4,414百万円 5,392百万円 4,558百万円

１株当たり当期純利益 129.86円 77.09円 94.18円 79.60円

総 資 産 194,437百万円 197,879百万円 205,595百万円 202,863百万円

純 資 産 85,896百万円 85,788百万円 90,439百万円 94,055百万円

１株当たり純資産 1,498.69円 1,496.65円 1,577.79円 1,640.65円
　

(注) 1. 1株当たり当期純利益は、期中平均株式数により算出しております。
2. 第73期 期中平均株式数 57,262,558株
　 第72期 期中平均株式数 57,262,825株
　 第71期 期中平均株式数 57,269,195株
　 第70期 期中平均株式数 57,275,028株
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(10) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ①親会社との関係

　該当事項はございません。

　 ②重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容

エヌエスアドバンテック 株式会社 161百万円 100.0％
二 輪 ・ 四 輪 車 用 計 器 類
製 造、 樹 脂 成 型、 合 成
樹 脂 材 料 着 色 ・ 販 売

エヌエスエレクトロニクス 株式会社 91百万円 100.0％
四 輪 車 用 計 器 類 の 電 装
部 品 ・ 家 電 機 器 用
リ モ コ ン 製 造

Ｎ Ｓ ウ エ ス ト 株式会社 300百万円 100.0％ 四 輪 車 用 計 器 類 製 造 販 売

株式会社 ＮＳ・コンピュータサービス 323百万円 100.0％
ソフトウエア開発・販売、
OA 機 器 販 売、 受 託 計 算

日 精 サ ー ビ ス 株式会社 100百万円 100.0％ 貨 物 運 送、 広 告 ・ 宣 伝

株式会社 ホ ン ダ 四 輪 販 売 長 岡 130百万円 100.0％ 自 動 車 販 売

新 潟 マ ツ ダ 自 動 車 株式会社 100百万円 100.0％ 自 動 車 販 売

株式会社 マ ツ ダ モ ビ リ テ ィ 新 潟 10百万円 100.0％
レ ン タ カ ー 事 業
カ ー シ ェ ア リ ン グ 事 業

株式会社 カ ー ス テ ー シ ョ ン 新 潟 10百万円 100.0％ 自 動 車 販 売

ユ ー ケ ー エ ヌ ・ エ ス ・ ア イ 社 12,761千STG￡ 100.0％
二 輪 ・ 四 輪 車 用
計 器 類 製 造

ニ ッ ポ ン セ イ キ ヨ ー ロ ッ パ 社 350千C 100.0％
二 輪 ・ 四 輪 車 用
計 器 類 販 売

ニューサバイナインダストリーズ社 12,700千US$ 100.0％ 四 輪 車 用 計 器 類 製 造 販 売

エヌ・エス・インターナショナル社 480千US$ 100.0％
二 輪 ・ 四 輪 車 用
計 器 類 販 売

ニ ッ ポ ン セ イ キ ・ デ ・ メ ヒ コ 社 259,175千MXN 100.0％
四 輪 車 用 計 器 類
電 装 部 品 製 造

ニッセイ・アドバンテック・メヒコ社 249,500千MXN 100.0％
四 輪 車 用 計 器 類
樹 脂 部 品 製 造 販 売

ニッセイ・ディスプレイ・メヒコ社 1,200千MXN 100.0％ 四 輪 車 用 計 器 類 販 売

ニッポンセイキ・ド・ブラジル社 60,032千BRL 100.0％
二 輪 車 用 計 器 類
製 造 販 売

エヌエスサンパウロ・コンポーネント・
オ ー ト モ ー テ ィ ブ 社

17,200千BRL 100.0％
四 輪 車 用 計 器 類
製 造 販 売
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会 社 名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容

タ イ - ニ ッ ポ ン セ イ キ 社 406,500千BAHT 100.0％

二 輪 ・ 四 輪 車 用
計 器 類 製 造 販 売、
OA 機 器 用 コ ン ト ロ ー ル
パ ネ ル ・ 空 調 機 器 用
リ モ コ ン 製 造

タ イ マ ッ ト エ ヌ エ ス 社 100,000千BAHT 83.5％
合 成 樹 脂 材 料
着 色 ・ 販 売

ニッポンセイキ・コンシューマ・
プ ロ ダ ク ツ （タ イ） 社

230,000千BAHT 80.0％
OA 機 器 用 コ ン ト ロ ー ル
パ ネ ル ・ 空 調 機 器 用
リ モ コ ン 販 売

インドネシア ニッポンセイキ社 4,500千US$ 70.0％
二 輪 ・ 四 輪 車 用
計 器 類 製 造 販 売

ベ ト ナ ム ・ ニ ッ ポ ン セ イ キ 社 7,000千US$ 70.0％
二 輪 車 用 計 器 類
製 造 販 売

ダ ナ ン ニ ッ ポ ン セ イ キ 社 1,000千US$ 100.0％ ソ フ ト ウ エ ア 開 発

エヌエス インスツルメンツ インディア社 1,380,000千Rs 100.0％
二 輪 ・ 四 輪 車 用
計 器 類 製 造 販 売

香 港 日 本 精 機 有 限 公 司 24,977千HK$ 100.0％
OA 機 器 用 コ ン ト ロ ー ル
パ ネ ル ・ 空 調 機 器 用
リ モ コ ン 販 売

東 莞 日 精 電 子 有 限 公 司 3,330千US$ 100.0％
OA 機 器 用 コ ン ト ロ ー ル
パ ネ ル ・ 空 調 機 器 用
リ モ コ ン 製 造

上 海 日 精 儀 器 有 限 公 司 10,000千US$ 80.0％
二 輪 ・ 四 輪 車 用
計 器 類 製 造 販 売

日 精 儀 器 武 漢 有 限 公 司 131,900千元 75.0％
四 輪 車 用
計 器 類 製 造

日 精 儀 器 科 技 ( 上 海 ) 有 限 公 司 1,500千US$ 91.0％
二 輪 ・ 四 輪 車 用
計 器 類 販 売

台 湾 日 精 儀 器 股 份 有 限 公 司 100,000千NT$ 100.0％
二 輪 ・ 四 輪 車 用
計 器 類 製 造 販 売

日 精 工 程 塑 料 ( 南 通 ) 有 限 公 司 8,000千US$ 100.0％
合 成 樹 脂 材 料
着 色 ・ 販 売

(注) 出資比率には間接所有を含めております。
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　 ③企業結合の経過

1. 台湾日精儀器股份有限公司は、2018年3月30日付で株式取得を行った結果、当社の出

資比率が80.0％から100.0％となっております。

2. 常州日精儀器有限公司は、2017年2月20日開催の当社取締役会において解散が決議さ

れ、2018年4月10日付で政府機関の承認を受理いたしました。

　 ④企業結合の成果

当社の連結子会社は35社であります。

当連結会計年度の売上収益は、2,631億6千万円と前連結会計年度に比し、171億9千万円

（7.0％）の増収となりました。また親会社の所有者に帰属する当期利益は、111億円と

前連結会計年度に比し、9億4千万円（9.3％）の増益となりました。

(11) 主要な事業内容（2018年3月31日現在）

　当社グループは次の製品の製造、販売等を行っております。

事 業 主 要 製 品

自 動 車 及 び
汎 用 計 器 事 業

四輪車用計器、ヘッドアップディスプレイ、二輪車用計器、汎用計器、各種セン
サー

民 生 機 器 事 業
ＯＡ・情報機器操作パネル、空調・住設機器コントローラー、ＦＡ・アミューズ
メントユニットＡＳＳＹ、高密度実装基板ＥＭＳ

自 動 車 販 売 事 業 新車・中古車の販売、車検・整備等のサービス

そ の 他 事 業
液晶表示素子・モジュール、有機ＥＬ表示素子・モジュール、貨物運送、ソフト
ウエアの開発販売、受託計算、樹脂材料の加工・販売、その他
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(12) 主要な支店、営業所、工場及び研究所（2018年3月31日現在）
　 ①当社の主要な支店、営業所、工場及び研究所

名 称 所 在 地

本 社 新 潟 県 長 岡 市

香 港 支 店 中 国 香 港

宇 都 宮 営 業 所 栃 木 県 宇 都 宮 市

東 京 営 業 所 東 京 都 北 区

浜 松 営 業 所 静 岡 県 浜 松 市

名 古 屋 営 業 所 愛 知 県 安 城 市

鈴 鹿 営 業 所 三 重 県 鈴 鹿 市

大 阪 営 業 所 大 阪 市 淀 川 区

水 島 営 業 所 岡 山 県 倉 敷 市

熊 本 営 業 所 熊 本 県 菊 池 市

本 社 工 場 新 潟 県 長 岡 市

高 見 事 業 所 新 潟 県 長 岡 市

Ｎ Ｓ テ ク ニ カ ル セ ン タ ー 新 潟 県 長 岡 市

東 京 テ ク ニ カ ル セ ン タ ー 東 京 都 北 区

Ｒ ＆ Ｄ セ ン タ ー 新 潟 県 長 岡 市
　

　 ②子会社の事業所
名 称 主 要 拠 点

エ ヌ エ ス ア ド バ ン テ ッ ク 株式会社 新 潟 県 小 千 谷 市

エ ヌ エ ス エ レ ク ト ロ ニ ク ス 株式会社 新 潟 県 長 岡 市

Ｎ Ｓ ウ エ ス ト 株式会社 広 島 県 庄 原 市

株式会社 ＮＳ・コンピュータサービス 新 潟 県 長 岡 市

日 精 サ ー ビ ス 株式会社 新 潟 県 長 岡 市

株式会社 ホ ン ダ 四 輪 販 売 長 岡 新 潟 県 長 岡 市

新 潟 マ ツ ダ 自 動 車 株式会社 新 潟 県 新 潟 市

株式会社 マ ツ ダ モ ビ リ テ ィ 新 潟 新 潟 県 新 潟 市

株式会社 カ ー ス テ ー シ ョ ン 新 潟 新 潟 県 長 岡 市
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名 称 主 要 拠 点

ユ ー ケ ー エ ヌ ・ エ ス ・ ア イ 社 英 国 ウースターシャー州

ニ ッ ポ ン セ イ キ ヨ ー ロ ッ パ 社 オ ラ ン ダ 北 ホ ラ ン ト 州

ニ ュ ー サ バ イ ナ イ ン ダ ス ト リ ー ズ 社 米 国 オ ハ イ オ 州

エ ヌ ・ エ ス ・ イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル 社 米 国 ミ シ ガ ン 州

ニ ッ ポ ン セ イ キ ・ デ ・ メ ヒ コ 社 メ キ シ コ ヌエボレオン州

ニッセイ・アドバンテック・メヒコ社 メ キ シ コ ヌエボレオン州

ニ ッ セ イ ・ デ ィ ス プ レ イ ・ メ ヒ コ 社 メ キ シ コ ヌエボレオン州

ニ ッ ポ ン セ イ キ ・ ド ・ ブ ラ ジ ル 社 ブ ラ ジ ル ア マ ゾ ナ ス 州

エヌエスサンパウロ・コンポーネント・オートモーティブ社 ブ ラ ジ ル サ ン パ ウ ロ 州

タ イ - ニ ッ ポ ン セ イ キ 社 タ イ 王 国 チ ョ ン ブ リ 県

タ イ マ ッ ト エ ヌ エ ス 社 タ イ 王 国 チ ョ ン ブ リ 県

ニッポンセイキ・コンシューマ・プロダクツ（タイ）社 タ イ 王 国 チ ョ ン ブ リ 県

イ ン ド ネ シ ア ニ ッ ポ ン セ イ キ 社 イ ン ド ネ シ ア バ ン テ ン 州

ベ ト ナ ム ・ ニ ッ ポ ン セ イ キ 社 ベ ト ナ ム ハ ノ イ 市

ダ ナ ン ニ ッ ポ ン セ イ キ 社 ベ ト ナ ム ダ ナ ン 市

エヌエス インスツルメンツ インディア社 イ ン ド アーンドラ・プラデーシュ州

香 港 日 本 精 機 有 限 公 司 中 国 香 港

東 莞 日 精 電 子 有 限 公 司 中 国 広 東 省

上 海 日 精 儀 器 有 限 公 司 中 国 上 海 市

日 精 儀 器 武 漢 有 限 公 司 中 国 湖 北 省

日 精 儀 器 科 技 ( 上 海 ) 有 限 公 司 中 国 上 海 市

台 湾 日 精 儀 器 股 份 有 限 公 司 台 湾 基 隆 市

日 精 工 程 塑 料 ( 南 通 ) 有 限 公 司 中 国 江 蘇 省
　

事業報告書 2018年05月22日 10時05分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 29 ―

(13) 従業員の状況（2018年3月31日現在）
　 ①当社グループの従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減

13,927名 15名増

　 ②当社の従業員の状況
区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 令 平均勤続年数

男 性 1,366名 42名増 42才２カ月 18年２カ月

女 性 399名 14名増 44才５カ月 21年２カ月

合計または平均 1,765名 56名増 42才８カ月 18年10カ月

(注) 従業員数には、出向者・臨時従業員・パート及び嘱託等の計270名は含まれておりません。
　

(14) 主要な借入先（2018年3月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株式会社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 16,250百万円

株式会社 り そ な 銀 行 7,050百万円

株式会社 第 四 銀 行 6,600百万円

株式会社 み ず ほ 銀 行 6,000百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 5,800百万円

(注) 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、2018年4月1日付で、株式会社三菱ＵＦＪ銀行に商号変更しており
ます。

　

(15) その他の記載事項

　該当事項はございません。
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２. 会社の株式に関する事項（2018年3月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 220,000,000株

(2) 発行済株式の総数 60,907,599株（自己株式3,642,961株を含む）

(3) 株 主 数 2,414名

(4) 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

本 田 技 研 工 業 株 式 会 社 3,753千株 6.55％

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ ＢＡＮＫ
３８５６３２

2,670千株 4.66％

Ｂ Ｂ Ｈ Ｆ Ｏ Ｒ Ｆ Ｉ Ｄ Ｅ Ｌ Ｉ Ｔ Ｙ
Ｌ Ｏ Ｗ － Ｐ Ｒ Ｉ Ｃ Ｅ Ｄ Ｓ Ｔ Ｏ Ｃ Ｋ
ＦＵＮＤ（ＰＲＩＮＣＩＰＡＬ ＡＬＬ
ＳＥＣＴＯＲ ＳＵＢＰＯＲＴＦＯＬＩＯ）

2,657千株 4.64％

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,779千株 3.10％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

1,737千株 3.03％

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

1,577千株 2.75％

株 式 会 社 第 四 銀 行 1,568千株 2.73％

ヤ マ ハ 発 動 機 株 式 会 社 1,217千株 2.12％

日 本 精 機 株 式 会 社
従 業 員 持 株 会

1,192千株 2.08％

日 亜 化 学 工 業 株 式 会 社 1,188千株 2.07％

(注) 1. 持株比率は自己株式（3,642,961株）を控除して計算しております。
2. 当社は、自己株式3,642千株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
3. 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、2018年4月1日付で、株式会社三菱ＵＦＪ銀行に商号変更して

おります。

　(5) その他株式に関する重要な事項

　当社は、2017年4月20日開催の取締役会における決議に基づき、2017年10月1日付で単元株

式数を1,000株から100株へ変更いたしました。
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３. 会社の新株予約権等に関する事項（2018年3月31日現在）

　(1) 当社取締役が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

名 称 割当日
新株
予約権
の数

保有人数
取締役

（社外取締
役を除く）

新株予約権の
目的である
株式の種類
及び数

行使価額 行使期間

日本精機株式会社
第1回新株予約権

2011年
7月19日

101個 5名
当社普通株式
10,100株

1株当たり
1円

2011年7月20日
～2041年7月19日

日本精機株式会社
第2回新株予約権

2012年
7月19日

130個 5名
当社普通株式
13,000株

1株当たり
1円

2012年7月20日
～2042年7月19日

日本精機株式会社
第3回新株予約権

2013年
7月18日

71個 5名
当社普通株式

7,100株
1株当たり

1円
2013年7月19日
～2043年7月18日

日本精機株式会社
第4回新株予約権

2014年
7月17日

65個 6名
当社普通株式

6,500株
1株当たり

1円
2014年7月18日
～2044年7月17日

日本精機株式会社
第5回新株予約権

2015年
7月17日

49個 6名
当社普通株式

4,900株
1株当たり

1円
2015年7月18日
～2045年7月17日

日本精機株式会社
第6回新株予約権

2016年
7月20日

86個 6名
当社普通株式

8,600株
1株当たり

1円
2016年7月21日
～2046年7月20日

日本精機株式会社
第7回新株予約権

2017年
7月20日

72個 7名
当社普通株式

7,200株
1株当たり

1円
2017年7月21日
～2047年7月20日

（注) 新株予約権の主な行使の条件
新株予約権者は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日を
経過する日までの間に限り、新株予約権を行使することができる。但し、新株予約権者が当社
の取締役又は執行役員の地位にある場合においても、下記の年月日以降においては各回の新株
予約権を行使することができる。
第1回 2040年7月20日以降
第2回 2041年7月20日以降
第3回 2042年7月19日以降
第4回 2043年7月18日以降
第5回 2044年7月18日以降
第6回 2045年7月21日以降
第7回 2046年7月21日以降
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　(2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状況

名 称 割当日
新株
予約権
の数

交付人数
執行役員

新株予約権の
目的である
株式の種類
及び数

行使価額 行使期間

日本精機株式会社
第7回新株予約権

2017年
7月20日

18個 4名
当社普通株式

1,800株
1株当たり

1円
2017年7月21日
～2047年7月20日

（注) 新株予約権の主な行使の条件
新株予約権者は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日を
経過する日までの間に限り、新株予約権を行使することができる。但し、新株予約権者が当社
の取締役又は執行役員の地位にある場合においても、2046年7月21日以降においては各回の新株
予約権を行使することができる。

　(3）その他新株予約権等に関する重要な事項

　該当事項はございません。

４. 会社役員に関する事項（2018年3月31日現在）
　

　(1）取締役及び監査役の氏名等

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 永井 正二

取 締 役 副 会 長
副会長執行役員

高田 博俊

タイ-ニッポンセイキ社取締役会長
上海日精儀器有限公司董事長
日精儀器武漢有限公司董事長
香港易初日精有限公司董事長

代表取締役社長
社 長 執 行 役 員

佐藤 守人

取 締 役
専 務 執 行 役 員

大川 信

品質保証本部・コンポーネント事業部・購買本部・事業管理本部管掌
地域担当：日本
東莞日精電子有限公司董事長
香港日本精機有限公司董事長

取 締 役
専 務 執 行 役 員

佐藤 浩一

営業本部・計器設計本部・技術本部・ものづくり本部管掌
地域担当：北中米
ニッポンセイキ・デ・メヒコ社取締役会議長
ダナンニッポンセイキ社取締役会長

取 締 役
常 務 執 行 役 員

鈴木 淳一
営業本部長 地域担当：アセアン
ベトナム・ニッポンセイキ社会長

取 締 役
常 務 執 行 役 員

平田 祐二

ものづくり本部長 兼 生産統括部長
地域担当：中国/台湾
台湾日精儀器股份有限公司董事長
日精儀器科技(上海)有限公司董事長
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会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 有沢 三治

株式会社有沢製作所代表取締役会長
株式会社プロテックインターナショナルホールディングス代表取締役
社長
Protec Arisawa Europe, S.A. Director and Chairman

取 締 役 咲川 孝 新潟大学大学院 技術経営研究科技術経営専攻教授

常 勤 監 査 役 駒形 隆

常 勤 監 査 役 淺野 雅夫

監 査 役 宮島 道明
公認会計士
ダイニチ工業株式会社社外取締役（監査等委員）
株式会社福田組社外監査役

監 査 役 斉木 悦男 弁護士

(注) 1. 取締役 有沢三治、咲川 孝の両氏は、社外取締役であります。
2. 監査役 宮島道明、斉木悦男の両氏は、社外監査役であります。
3. 監査役 宮島道明氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有するものであります。
4. 当社は、取締役 有沢三治、咲川 孝の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。
5. 当社は、監査役 宮島道明、斉木悦男の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。
6. 2017年7月1日付にて、取締役副会長 副会長執行役員 高田博俊は、香港日本精機有限公司董

事長を退任いたしました。
7. 2017年7月1日付にて、取締役 専務執行役員 大川 信は、香港日本精機有限公司董事長に就

任いたしました。
8. 2017年7月5日付にて、取締役 専務執行役員 佐藤浩一は、ニッポンセイキ・デ・メヒコ社取

締役会議長に就任いたしました。
9. 2017年9月4日付にて、取締役副会長 副会長執行役員 高田博俊は、東莞日精電子有限公司董

事長を退任いたしました。
10. 2017年9月4日付にて、取締役 専務執行役員 大川 信は、東莞日精電子有限公司董事長に就

任いたしました。
11. 2018年3月23日付にて、取締役 常務執行役員 平田祐二は、日精儀器科技(上海)有限公司董事

長に就任いたしました。
12. 2018年4月1日付にて、下記の異動がありました。
　 取締役 専務執行役員 大川 信 ＥＭＳ・コンポーネント本部・購買本部管掌

　 地域担当：日本
　 取締役 専務執行役員 佐藤 浩一 技術本部長 計器営業本部・計器設計本部管掌

　 地域担当：北中米
　 取締役 常務執行役員 鈴木 淳一 計器営業本部長 地域担当：アセアン
13. 当社は、社外取締役及び社外監査役全員と会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、同法第425条第1項に定める最低責
任限度額であります。
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14. 2018年4月1日現在の業務執行体制（経営会議構成員）は次のとおりであります。
　 社長執行役員 佐藤 守人 常務執行役員 平田 祐二

　副会長執行役員 高田 博俊 常務執行役員 松井 輝幸
　専務執行役員 大川 信 上席執行役員 遠藤 純一
　専務執行役員 佐藤 浩一 上席執行役員 小和田 衛
　専務執行役員 市橋 利晃 上席執行役員 大滝 春彦
　常務執行役員 鈴木 淳一

　(2) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額
取締役 9名 297百万円（うち社外 2名 12百万円）

監査役 4名 57百万円（うち社外 2名 18百万円）
　

(注) 1. 取締役の報酬限度額は、2015年6月26日開催の第70回定時株主総会決議において年額4億円以内
（うち社外取締役分は年額5千万円以内。ただし使用人兼務取締役の使用人分としての給与は含
まない。）と決議いただいております。

2. 監査役の報酬限度額は、2006年6月28日開催の第61回定時株主総会決議において年額8千5百万円
以内と決議いただいております。

3. 報酬等の総額には当事業年度において費用計上した取締役に対する株式報酬型ストックオプシ
ョンによる報酬額が含まれております。

4. 当社は、2011年6月28日開催の第66回定時株主総会終結の時をもって取締役及び監査役の役員退
職慰労金制度を廃止し、同株主総会終結後引き続いて在任する取締役及び監査役に対しては、
役員退職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労金を各氏の退任時に贈呈する
ことを決議いたしております。

　

　(3) 社外役員に関する事項
①取締役 有沢三治

　 ア．重要な兼職先である他の法人等と当社との関係
株式会社有沢製作所代表取締役会長、株式会社プロテックインターナショナルホ

ールディングス代表取締役社長及びProtec Arisawa Europe, S.A. Director and
Chairmanを兼務しております。なお、当社と同社との間には特別な関係はありませ
ん。

　 イ．主要取引先等特定関係事業者との関係
該当事項はございません。

　 ウ．当事業年度における主な活動状況
　当期開催の取締役会13回のうち12回に出席しており、経営者としての豊富な経験
と幅広い見識に基づき、当社経営に有益な助言と独立した立場からの監督を行って
おります。

エ．当社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
　該当事項はございません。
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　②取締役 咲川 孝
　 ア．重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

新潟大学大学院 技術経営研究科技術経営専攻教授を兼務しております。なお、
当社と同大学との間に特別な関係はありません。

　 イ．主要取引先等特定関係事業者との関係
該当事項はございません。

　 ウ．当事業年度における主な活動状況
　当期開催の取締役会13回すべてに出席しており、長年にわたり国際経営学を専門
に研究してきた知識・経験に基づき、当社経営に有益な助言と独立した立場からの
監督を行っております。

エ．当社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
　該当事項はございません。

　③監査役 宮島道明
　 ア．重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

　ダイニチ工業株式会社社外取締役（監査等委員）を兼務しておりますが、当社と
同社との間では、特別な関係はありません。
　また、株式会社福田組社外監査役を兼務しておりますが、当社と同社との間に
は、工事請負契約の関係があります。

　 イ．主要取引先等特定関係事業者との関係
該当事項はございません。

　 ウ．当事業年度における主な活動状況
　当期開催の取締役会13回すべてに出席し、また、当期開催の監査役会15回すべて
に出席し、主に公認会計士としての専門的見地からの発言を行っております。

エ．当社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額

　該当事項はございません。

④監査役 斉木悦男
　 ア．重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

該当事項はございません。
　 イ．主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はございません。
　 ウ．当事業年度における主な活動状況

　当期開催の取締役会13回すべてに出席し、また、当期開催の監査役会15回すべて
に出席し、主に弁護士としての専門的見地からの発言を行っております。

エ．当社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
　該当事項はございません。
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５. 会計監査人の状況
　

　(1) 会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人
　

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①当事業年度に係る報酬等の額 75百万円

②当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 84百万円

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬の額を区分しておりませんので、①の額には金融商品取引法に基づく監査の報酬
等の額を含めて記載しております。

2. 監査役会は、社内関係部門及び会計監査人から必要資料の入手、報告を受けた上で、会計監査
人の監査計画の内容、職務遂行状況、報酬見積りの算出根拠等を確認し、審議した結果、会計
監査人の報酬等の額について同意しております。

3. 当社の重要な子会社の中には、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけ
るこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。）の監査を受けている海外の子会社がありま
す。

　

　(3) 非監査業務の内容

　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務である国際会

計基準への移行に関する助言業務を委託し、対価を支払っております。
　

　(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当すると認められる

場合、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。

　この場合、監査役会が選定した監査役は解任後最初に招集される株主総会において、会

計監査人を解任した旨と解任理由を報告いたします。

　また、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には株主総会に

提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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６. 会社の体制及び方針
　

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適
正を確保するための体制

1. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 代表取締役社長社長執行役員から当社グループにおけるコンプライアンスを重視した

企業活動を宣言するとともに、このコンプライアンス宣言を全役職員が常時携帯する冊

子に掲載し周知を図る。さらに、コンプライアンス行動指針を制定し、内部通報制度の

概要を含め全役職員に法令及び社会倫理遵守の精神を醸成し、法令及び社会倫理遵守が

企業活動の前提であることを徹底する。

(2) コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス・オフィサーに法務を担当する

取締役を任命するとともに、当該委員会にて、全社横断的なコンプライアンス体制の整

備及び問題・課題把握と啓発活動に努め、コンプライアンス違反に関する重要な問題点

について審議し、継続的改善を推進する。

　また、各業務担当取締役及び執行役員は、各業務部門固有のコンプライアンスリスク

の分析と対策を行い、継続的に質向上を図る。

(3) 使用人がコンプライアンス上の問題を発見した場合に、速やかに報告できる内部通報

窓口をコンプライアンス委員会に設け、内部通報を受けた当該委員会は、その内容を精

査し、担当部門と再発防止策を協議・決定し、全社展開を図ることで、係るシステム

が、より活発に利用されるよう推進する。

　また、弁護士による外部窓口を設け、内部通報を受けた弁護士は、速やかにコンプラ

イアンス委員会へ報告する体制とし、問題の早期発見、解決を図る。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程に基づき関連規程の作成と発

行の管理を適切に行い、かつ機密管理規程により機密管理体制を明確にし、その管理体

制のもと文書又は電磁的媒体（以下、「文書等」という。）にて記録し、必要により閲覧

制限を設定して適切に保存及び管理する。

(2) 係る文書等は、取締役及び監査役が必要により直ちに閲覧できる保存管理体制とす

る。

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ及び輸出管理等に係るリス

クについては、それぞれの担当部署が、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニ

ュアルの作成・配布等を行い、当社グループにおけるリスク認識と対応方法の共有化を

図る。
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(2) リスクマネジメント委員会を設置し、リスクマネジメント・オフィサーに製造又は生

産技術を担当する取締役を任命するとともに、当該委員会にて組織横断的リスク状況の

監視及び全社的対応と当社グループへの展開を図り、継続的改善を推進する。

(3) 新たに生じたリスクについては、取締役会において速やかに対応責任者となる取締役

又は執行役員を定めるとともに、担当部署を定め迅速、適切に対応する。

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 組織・分掌規程や職務権限規程といった職務権限・意思決定ルールに則り、職務を遂

行する。

(2) 各本部及び事業部を代表する者で構成する本部長会議を設置し、当社グループ全体の

視点から、本部間及び会社間にまたがる案件について横断的議論を行うとともに、業務

執行に関する課題の抽出と対応方針の協議を行う。また、重要な投資及び売却・廃棄案

件の審査を行う。

(3) 「品質会議」、「コスト会議」、「技術会議」、「生産性会議」の４つの会議は、各会議に

紐づく経営施策（今後の成長を支える土台造りとしてのテーマ）、プロセステーマ（顕

在化している課題への対応テーマ）の推進及び経営会議への実績報告を行うとともに、

関連する先行投資やリスク投資の審議を行う。各部門は、この結果を本部長会議に報告

する。

(4) 取締役会が指名する取締役及び上席執行役員以上の執行役員で構成する経営会議を設

置し、取締役会で意思決定を行う事項の事前審議を行うとともに、取締役会から委任さ

れた権限の範囲内で当社の業務執行について審議し、意思決定を行う。

(5) 取締役会は中期経営計画に基づき単年度事業計画・予算設定及び月次・四半期業績管

理を行う。

5. 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1) 当社事業管理本部、コンプライアンス委員会及びリスクマネジメント委員会は、グル

ープマネジメント会議等を通じて情報の共有化を図るとともに、企業集団としての内部

統制体制の実効性が高まるよう関係部門と連携する。

(2) 当社業務監査室は、当社及び子会社の内部監査を実施し、その結果を代表取締役社長

社長執行役員に報告する。代表取締役社長社長執行役員の指示により、経営会議若しく

は取締役会、又はその双方に報告し、内部統制の改善を行う。

(3) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　当社は、当社が定める取締役会規程、経営会議規程及び関係会社管理規程に基づき、

子会社の経営内容を的確に把握するため、定期的又は随時に関係資料の提出等を求め

る。

　当社は、定期的又は随時にグループマネジメント会議を開催し、その他、必要に応じ

て子会社の業務及び取締役等の職務の執行の状況の報告を受ける。
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(4) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、子会社に規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布

等を行い、コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ及び輸出管理等に

係るリスクについて、これを子会社に周知することにより、リスク認識と対応方法の共

有化を図る。

(5) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、関係会社管理規程に基づき、子会社の経営の独立性を尊重する一方、一定の

事項については重要度に応じ、当社（取締役会、経営会議若しくは当社代表取締役）の

承認又は当社への報告を求める。

　 当社において、定期的又は随時にグループマネジメント会議を開催し、その中で子会

社と問題を共有することによって、子会社の経営課題の解決に努める。

(6) 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

　当社は、グループ共通のコンプライアンス行動指針及び企業倫理に基づき、子会社の

取締役等及び使用人が法令及び定款に適合し、社会的な要請にこたえる事業活動に努め

る体制を構築する。

　当社は、子会社に法令違反その他コンプライアンスに関する問題の早期発見、是正を

図るために内部通報制度の設置を求めるとともに、当社の内部通報窓口及び弁護士によ

る外部窓口も併せて利用できる体制を構築する。

　当社は、子会社の業務全般について業務監査室が監査できる体制を構築し、その指摘

事項を子会社に遵守させる。

6. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項並びに、その使用人の取締役からの独立性に関する事項

(1) 監査役の監査業務を補助するため監査役室を設置し、専属の使用人を配置する。

(2) 監査役を補助すべき使用人は、監査役の指揮命令下で職務を遂行し、当該使用人の人

事異動、評価等の人事に関する事項については事前に監査役の承諾を得て行う。

7. 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役へ

の報告に関する体制

(1) 当社及び子会社の取締役及び使用人は、当社及び子会社に重大な法令、定款違反や会

社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実その他会社運営上の重要事項があるときは、

これを直ちに当社監査役に報告する。

(2) 当社及び子会社の内部監査部門は監査の結果を適時に当社監査役に報告する。

(3) 当社及び子会社の内部通報担当者は内部通報を受け付けた場合、速やかに当社監査役

に報告する。
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(4) 当社業務監査室、法務部門、人事部門、企画部門等は定期的又は随時に、監査役に対

する報告会を実施し、当社及び子会社における内部監査、コンプライアンス、リスク管

理の現状を報告する。

(5) 当社及び子会社の取締役及び使用人は当社監査役から業務執行に関する事項について

報告を求められたときは速やかに適切な報告を行う。

8．監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを

確保するための体制

　 当社は、監査役への報告を行った当社及び子会社の取締役及び使用人に対し、当該報

告をしたことを理由として解雇したり人事異動や評価等について不利な取扱いを行うこ

とを禁止し、その旨を当社及び子会社の取締役及び使用人に周知徹底する。

9．監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項

　 監査役の職務を執行する上で必要な費用は請求により会社は速やかに支払うものとす

る。

10. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 代表取締役は、監査役と定期的に重要課題の意見・情報の交換を行う。

(2) 監査役は、会計監査人及び業務監査室と定期的又は随時に監査情報の共有化と相互活

用のための意見・情報の交換を行う。

(3) 取締役及び使用人は監査役又はその補助使用人から業務執行に関する事項について報

告及び関係資料の提出・説明を求められたときは迅速、適切に対応する。

11. 財務報告の信頼性を確保するための体制

　 当社は、財務報告の信頼性を確保し、金融商品取引法に規定する内部統制報告書の提

出を有効かつ適切に行うため、代表取締役社長社長執行役員の指示の下、適切な内部統

制を整備し、運用する体制を構築し、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価

し、必要な是正を行うとともに、金融商品取引法及びその他関係法令等との適合性を確

保する。

12. 反社会的勢力排除に向けた体制整備

　 (1) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社は、反社会的勢力排除に向け、コンプライアンス宣言に『市民社会の秩序や安全

に脅威を与える反社会的勢力及びその団体に対しては、毅然とした態度で対応し、一切

の関係を持ちません。』と定め、全社的に取組む。

　 (2) 反社会的勢力排除に向けた整備状況

　当社のコンプライアンス宣言に反社会的勢力に対する基本方針を示すとともに、反社

会的勢力排除に向け次のように体制を整備する。
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　 ①対応統括部署及び不当要求防止責任者の設置状況

　法務部を対応統括部署として、事案により関係部門と協議し対応する。各事業所、

営業所等に不当要求防止責任者を設置し、反社会的勢力からの不当要求に屈しない体

制を構築する。

　 ②外部の専門機関との連携状況

　所轄警察署、警察本部組織犯罪対策課や暴力追放運動推進センター、顧問弁護士等

の外部専門機関とともに連携して、反社会的勢力を排除する体制を整備する。また、

新潟県企業対象暴力対策協議会に所属して、その指導を受けるとともに情報の共有化

を図る。

　 ③反社会的勢力に関する情報の収集・管理状況

　法務部が反社会的勢力に関する情報を収集して一元管理し、反社会的勢力であるか

どうかを確認する。

　 ④反社会的勢力排除に関する規程の整備状況

　当社は、反社会的勢力遮断規程を定め、反社会的勢力との関係を一切遮断し、当社

が社会から更に信頼される企業となる体制を構築する。

　 ⑤研修活動の実施状況

　法務部は、当社及びグループ各社に反社会的勢力排除に向けた啓発活動を行う。

13. 内部統制の実効性の評価に関する体制

　 当社は、事業運営において各部門・委員会から代表取締役社長社長執行役員、経営会

議及び取締役会向けの各種報告並びにその評価、改善をもって、実効ある内部統制を推

進している。

　この体制を強化するべく、内部統制推進会議を設置している。各部門・委員会は内部

統制システムの運用状況に関して、定期的に内部統制推進会議へ報告を行う。

　内部統制推進会議は、内部統制の運用状況の評価を行い、その結果を代表取締役社長

社長執行役員及び取締役会へ報告する。

　内部統制推進会議は、代表取締役社長社長執行役員及び取締役会からの指摘並びに自

らの評価結果に基づいて、内部統制システムの改善を行い、定期的に見直しを行う。
　

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

1. コンプライアンス体制

　 当社における当事業年度のコンプライアンスへの取り組みは、国内外の法改正動向の

重要情報等を整理し、委員会で情報共有して社内展開を図るとともに、社内掲示板を利

用した従業員向けの啓発活動及び顧問弁護士による教育訓練等を通じて実施しておりま

す。

また、これらの活動を通じて、その機会と成果をグループ各社と共有し、当社グルー

プのコンプライアンスの維持向上に努めております。
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2. リスク管理体制

　 当社における当事業年度のリスク管理への取り組みとして、事業継続の観点から、災

害や事故等を未然に回避し、被害を最小限に止めるため、工場の地震等における通信イ

ンフラ寸断時を想定した訓練及び詳細な対応手順の整備を行うと共に、サプライヤーの

災害に対する耐力把握等を行っております。防災対策確立のため、災害を想定した定期

的な各種設備の点検や避難訓練、安否確認システムの試験運用等を実施しております。

さらに、機密漏洩リスクに関しては、機密管理強化月間を通じた従業員向けの啓発活動

及び監査を実施するなど、機密情報を漏洩させない仕組みの構築にも取り組んでおりま

す。

　また、これらの活動を通じて、その機会と成果をグループ各社と共有し、当社グルー

プのリスク低減活動に取り組んでおります。

3. 取締役の職務執行の適正及び効率化の確保に対する取り組みの状況

　 当社の取締役会は、取締役9名（うち社外取締役2名）で構成されており、監査役4名

（うち社外監査役2名）の出席のもと、原則として月に1回定期的に開催されております。

当事業年度は、13回開催いたしました。

　また、当社は取締役会が指名する取締役及び上席執行役員以上の執行役員で構成する

経営会議を設置しており、経営会議に対しては、一定の権限を委譲した上で迅速な業務

執行を図っております。当事業年度は、25回開催いたしました。

　さらに、取締役会及び経営会議の審議を効率的に行うため、各本部を代表する者等で

構成する本部長会議を設置しております。当事業年度は、24回開催し、議案について事

前の審議を行った上で、取締役会及び経営会議へ上程しております。

4. 監査役の職務執行及び監査が実効的に行われることを確保するための体制

　 当社の監査役会は、常勤監査役2名、社外監査役2名で構成されており、監査役会を原

則として月に1回定期的に開催しております。当事業年度は、15回開催いたしました。

取締役会及び重要な会議に出席し取締役及び使用人の職務執行状況を監査しておりま

す。

　また、業務監査室及び会計監査人と定期的に三様監査会議を開催し、グループ各社を

含めた監査計画・結果や内部統制等における課題認識の共有を図り、各監査機関の実効

性向上に努めております。

5. 内部統制推進体制

　 内部統制推進会議を年2回開催し、コンプライアンス体制、リスク管理体制等の各委

員会における計画・実績・課題と対応の報告を受け、評価・改善を行っております。
　

(3) 株式会社の支配に関する基本方針

当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につ

いては、特に定めておりません。
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　(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、剰余金の配当については、株主の皆様に対する安定配当の継続を基本に、配当額

の決定を経営の最重要政策と認識し、安定的な経営基盤を維持し、新たな成長につながる戦

略的な研究開発への先行投資、及びグローバル事業展開に向けた国内外の生産販売体制の整

備・強化のために必要な内部留保を確保しつつ、各事業年度の業績と配当性向を総合的に勘

案し利益還元を図っております。

（注）本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

＜ご参考＞
当社は、2018年4月19日開催の取締役会において、当社の内部統制システムに関する基本方針の一部改定を決議いたしておりま

す。
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連 結 財 政 状 態 計 算 書
(2018年３月31日現在)

(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 202,024 流 動 負 債 101,948

現 金 及 び 現 金 同 等 物 42,637 営業債務及びその他の債務 44,583

営業債権及びその他の債権 50,542 借 入 金 46,815

そ の 他 の 金 融 資 産 62,212 そ の 他 の 金 融 負 債 123

棚 卸 資 産 40,674 未 払 法 人 所 得 税 等 1,904

そ の 他 の 流 動 資 産 5,957 短 期 従 業 員 給 付 4,356

非 流 動 資 産 96,108 引 当 金 3,036

有 形 固 定 資 産 61,459 そ の 他 の 流 動 負 債 1,128

の れ ん 及 び 無 形 資 産 5,229 非 流 動 負 債 19,903

営業債権及びその他の債権 16 借 入 金 13,116

そ の 他 の 金 融 資 産 25,294 そ の 他 の 金 融 負 債 319

繰 延 税 金 資 産 3,078 長 期 従 業 員 給 付 3,388

そ の 他 の 非 流 動 資 産 1,028 引 当 金 68

繰 延 税 金 負 債 2,595

そ の 他 の 非 流 動 負 債 415

負 債 合 計 121,851

資 本 の 部

親会社の所有者に帰属する持分 170,381

資 本 金 14,494

資 本 剰 余 金 6,054

利 益 剰 余 金 153,117

自 己 株 式 △6,325

その他の資本の構成要素 3,040

非 支 配 持 分 5,899

資 本 合 計 176,281

資 産 合 計 298,132 負 債 及 び 資 本 合 計 298,132
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連 結 損 益 計 算 書

（2017年４月１日から
2018年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 収 益 263,163

売 上 原 価 △217,924

売 上 総 利 益 45,239

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 △30,380

そ の 他 の 収 益 818

そ の 他 の 費 用 △1,567

営 業 利 益 14,109

金 融 収 益 2,392

金 融 費 用 △648

税 引 前 当 期 利 益 15,854

法 人 所 得 税 費 用 △3,801

当 期 利 益 12,052

当 期 利 益 の 帰 属

親 会 社 の 所 有 者 11,105

非 支 配 持 分 947
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連 結 持 分 変 動 計 算 書

（2017年４月１日から
2018年３月31日まで）

(単位：百万円)
　

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

その他の
包括利益を
通じて

公正価値で
測定される
金融資産の
利得及び損失

確定給付負債
(資産)の純額
の再測定

当期首残高 14,494 6,110 144,068 △6,336 7,396 －

当期包括利益

当期利益 － － 11,105 － － －

その他の包括利益 － － － － 1,290 △42

当期包括利益合計 － － 11,105 － 1,290 △42

所有者との取引等 　 　 　

配当 － － △2,004 － － －

株式に基づく報酬取引 － 18 － － － －

自己株式の取得 － － － △9 － －

自己株式の処分 － △20 － 21 － －

非支配持分の取得 － △54 － － － －

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

－ － △42 － － 42

その他の増減 － － △9 － － －

所有者との取引等合計 － △55 △2,056 11 － 42

当期末残高 14,494 6,054 153,117 △6,325 8,687 －
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(単位：百万円)

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
その他の資本の構成要素 親会社の

所有者に
帰属する
持分合計

在外営業
活動体の
換算差額

合計

当期首残高 △1,231 6,164 164,500 5,468 169,969

当期包括利益

当期利益 － － 11,105 947 12,052

その他の包括利益 △4,415 △3,166 △3,166 △175 △3,341

当期包括利益合計 △4,415 △3,166 7,938 772 8,710

所有者との取引等 　 　 　 　 　

配当 － － △2,004 △233 △2,237

株式に基づく報酬取引 － － 18 － 18

自己株式の取得 － － △9 － △9

自己株式の処分 － － 1 － 1

非支配持分の取得 － － △54 △106 △160

その他の資本の構成要素か
ら利益剰余金への振替

－ 42 － － －

その他の増減 － － △9 － △9

所有者との取引等合計 － 42 △2,057 △340 △2,398

当期末残高 △5,646 3,040 170,381 5,899 176,281
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貸 借 対 照 表
(2018年３月31日現在)

(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 83,125 流 動 負 債 94,130
現 金 及 び 預 金 18,201 支 払 手 形 1,028
受 取 手 形 330 買 掛 金 22,126
電 子 記 録 債 権 6,324 短 期 借 入 金 54,995
売 掛 金 30,962 １年内返済予定の長期借入金 4,200
製 品 3,892 リ ー ス 債 務 20
原 材 料 2,846 未 払 金 2,910
仕 掛 品 1,653 未 払 法 人 税 等 2
貯 蔵 品 371 未 払 費 用 4,943
前 払 費 用 32 前 受 金 3
繰 延 税 金 資 産 1,248 賞 与 引 当 金 911
短 期 貸 付 金 12,364 役 員 賞 与 引 当 金 34
未 収 入 金 4,830 製 品 補 償 損 失 引 当 金 2,121
そ の 他 102 訴 訟 損 失 引 当 金 309
貸 倒 引 当 金 △37 預 り 金 159

固 定 資 産 119,737 設 備 関 係 支 払 手 形 364
有 形 固 定 資 産 15,833 固 定 負 債 14,677
建 物 4,012 長 期 借 入 金 13,100
構 築 物 199 リ ー ス 債 務 66
機 械 及 び 装 置 1,958 退 職 給 付 引 当 金 1,368
車 両 運 搬 具 56 そ の 他 141
工 具、 器 具 及 び 備 品 2,250 負 債 合 計 108,807
土 地 7,095 純 資 産 の 部
リ ー ス 資 産 47 株 主 資 本 87,651
建 設 仮 勘 定 212 資 本 金 14,494

無 形 固 定 資 産 3,665 資 本 剰 余 金 6,468
ソ フ ト ウ エ ア 1,612 資 本 準 備 金 6,214
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 2,019 そ の 他 資 本 剰 余 金 253
そ の 他 33 利 益 剰 余 金 73,013

投 資 そ の 他 の 資 産 100,238 利 益 準 備 金 960
投 資 有 価 証 券 19,692 そ の 他 利 益 剰 余 金 72,053
関 係 会 社 株 式 76,104 別 途 積 立 金 66,480
長 期 貸 付 金 3,708 繰 越 利 益 剰 余 金 5,573
長 期 前 払 費 用 33 自 己 株 式 △6,325
繰 延 税 金 資 産 558 評 価 ・ 換 算 差 額 等 6,299
そ の 他 150 その他有価証券評価差額金 6,299
貸 倒 引 当 金 △10 新 株 予 約 権 103

純 資 産 合 計 94,055
資 産 合 計 202,863 負 債 純 資 産 合 計 202,863
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損 益 計 算 書

（2017年４月１日から
2018年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 120,752

売 上 原 価 107,792

売 上 総 利 益 12,959

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,968

営 業 利 益 2,991

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,529

そ の 他 418 3,948

営 業 外 費 用

支 払 利 息 280

為 替 差 損 123

そ の 他 5 409

経 常 利 益 6,530

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 0

投 資 有 価 証 券 売 却 益 0 0

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 60

減 損 損 失 52

和 解 金 1,162 1,275

税 引 前 当 期 純 利 益 5,255

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 433

法 人 税 等 調 整 額 264 697

当 期 純 利 益 4,558
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株主資本等変動計算書

（2017年４月１日から
2018年３月31日まで）

(単位：百万円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本

準備金

その他

資本

剰余金

利益

準備金

その他利益剰余金

別途

積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 14,494 6,214 258 960 63,080 6,419

当期変動額

剰余金の配当 　 　 　 　 　 △2,004

別途積立金の積立 　 　 　 　 3,400 △3,400

当期純利益 　 　 　 　 　 4,558

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　

自己株式の処分 　 　 △4 　 　 　

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)
　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 － － △4 － 3,400 △846

当期末残高 14,494 6,214 253 960 66,480 5,573

　
株主資本 評価・換算差額等

新株

予約権

純資産

合計自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △6,336 85,091 5,247 5,247 100 90,439

当期変動額

剰余金の配当 　 △2,004 　 　 　 △2,004

別途積立金の積立 　 － 　 　 　 －

当期純利益 　 4,558 　 　 　 4,558

自己株式の取得 △9 △9 　 　 　 △9

自己株式の処分 21 16 　 　 　 16

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)
　 　 1,051 1,051 3 1,054

当期変動額合計 11 2,560 1,051 1,051 3 3,615

当期末残高 △6,325 87,651 6,299 6,299 103 94,055

事業報告書 2018年05月22日 10時05分 $FOLDER; 51ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 51 ―

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書

２０１８年５月１０日

日 本 精 機 株 式 会 社
　取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 江島 智 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大島伸一 ㊞

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、日本精機株式会社の２０１７年４月１日
から２０１８年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連
結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　
連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、連結計算書類を指定国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略して作成する
ことを認めている会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により作成し、適正に表示することにあ
る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めてい
る。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され

る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため
のものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す
るために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者
が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により指定国際会計基準で求められる開示

項目の一部を省略して作成された上記の連結計算書類が、日本精機株式会社及び連結子会社からなる企
業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
２０１８年５月１０日

日 本 精 機 株 式 会 社
　取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 江島 智 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大島伸一 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、日本精機株式会社の２０１７年４月
１日から２０１８年３月３１日までの第７３期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
　

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及

びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属

明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められ
る監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監
査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手

続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明
細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効
性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内
部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含ま
れる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
　会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更及び会計上の見積りの変更に記載され
ているとおり、会社は当事業年度より、有形固定資産の減価償却方法を変更した。併せて、会社は、耐
用年数を見直した。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書

当監査役会は、2017年４月1日から2018年３月31日までの第73期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取
締役、業務監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める
とともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容
及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等
からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら

れません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制

システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は
認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人 新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2018年５月11日

日本精機株式会社 監査役会
常勤監査役 駒 形 隆 ㊞
常勤監査役 淺 野 雅 夫 ㊞
社外監査役 宮 島 道 明 ㊞
社外監査役 斉 木 悦 男 ㊞

以 上
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北長岡駅角
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　JR長岡駅より車で10分、JR北長岡駅より徒歩で10分

　最寄りのバス停 長岡文化自動車学校前（宝町行）

　 北長岡駅角（精神医療センター行、寺泊行等）
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